
事業計画 

８．復興まちづくり 

（３）学校施設等 

Ⅰ．幼稚園・小中高等学校等 

【災害復旧】 

（ⅰ）国立大学法人附属学校 

国立大学法人附属学校の施設の復旧については、国立大学法人が設置する施設とし

て、国立大学等と一体的に進めている。詳細については後述の（２）大学等（ⅰ）国

立大学法人等に記載。 

 

（ⅱ）公立学校 

東日本震災により被災した公立学校のうち、公立学校施設の災害復旧に係る国庫補

助に申請予定の約 2,500 校について、設置者に対して財政的支援、指導助言等必要な

措置を講ずることにより、以下のとおり、公立学校施設の早期の復旧を目指す。 

①  比較的軽微な被害に留まる公立学校約 2,400 校については、概ね、２３年 

度内の事業着手・復旧、２４年度内の復旧完了を目標とする。 

 ② 甚大な被害を受けた公立学校約 100 校については、本格復旧までの間、応急仮設

校舎の建設を計画的に進めつつ、校舎等の本格復旧に向けて、概ね、２３年度から

の事業着手・復旧、２５年度内の復旧完了を目標とする。移転が伴う場合は、地域

の復興計画の策定、移転先の確保等の条件が整い次第、速やかな本格復旧の着手を

行うこととする。 

③ 公立学校施設の復旧の際には、社会教育施設との一体的整備について必要に応じ

検討する。 

④ 被災幼稚園については、関係者の意向を踏まえ、認定こども園として復旧出来る

よう対応を行うこととする。 

 

（ⅲ）私立学校等（専修学校・各種学校を含む） 

私立学校等施設は、東日本大震災により、軽微なものも含め 1,428 校が被害を受け

た。私立学校等施設の災害復旧に係る国庫補助を申請する設置者に対して財政的支援

等必要な措置を講ずることにより、以下のとおり、私立学校等施設の早期の復旧を目

指す。 

① 比較的軽微な被害に留まる私立学校については、概ね、２３年度内の事業着手・

復旧、２４年度内の復旧完了を目標とする。 

② 甚大な被害を受けた私立学校等の校舎等の本格復旧に向けて、２３年度内の事業

着手・復旧、２５年度内の復旧完了を目標とする。移転が伴う場合は、地域の復興

計画の策定、移転先の確保等の条件が整い次第、速やかな本格復旧の着手を行うこ
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ととする。  

③ 被災幼稚園については、関係者の意向を踏まえ、認定こども園として復旧できる

よう対応を行うこととする。 

 

【校庭・園庭の土壌処理】 

（ⅰ）国立大学法人附属学校 

 校庭・園庭の空間線量率が毎時１μSv 以上の国立大学法人の附属学校・園４校につ

いて、２３年８月上旬までに校庭・園庭の土壌処理事業が終了した。 

 

（ⅱ）公立学校 

① 緊急時避難準備区域等の対象になっていない地域における校庭・園庭の空間線量 

率が毎時１μSv 以上の公立学校約 310 校について、１０月末までに校庭・園庭の土

壌処理が終了した。 

また、緊急時避難準備区域が９月３０日に解除されたことに伴い、当該区域内に

ある校庭・園庭の空間線量率が毎時１μSv 以上の公立学校１２校について、１１月

中旬までに校庭・園庭の土壌処理が終了した。 

 

② 警戒区域等にある公立学校６０校については、条件が整い次第、速やかな校庭・

園庭の土壌処理事業が行われる見込み。 

 

（ⅲ）私立学校 

① 緊急時避難準備区域等の対象になっていない地域における校庭・園庭の空間線

量率が毎時１μSv 以上の私立学校７５校について、９月末までに土壌処理事業が

終了した。 

緊急時避難準備区域に指定されていた区域にある校庭・園庭の空間線量率が毎時

１μSv 以上の私立学校２校のうち１校については９月末までに土壌処理事業が終

了し、残りの１校については、今後、当該設置者の意向を踏まえ校庭の土壌処理事

業を行うこととする。 

 

② 警戒区域等にある私立学校４校については、条件が整い次第、速やかな校庭・

園庭の土壌処理事業が行われる見込み。 

 

 Ⅱ．大学等 

【災害復旧】 

（ⅰ）国立大学等 

  国立大学法人、大学共同利用機関法人、国立高等専門学校機構（以下、国立大学法

人等とする）は、東日本大震災により、軽微なものを含め３０法人が被害を受けた。

被害を受けた国立大学法人等に対して、国立大学法人等施設の災害復旧に係る財政的
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支援、指導助言等必 要な措置を講ずることにより、以下のとおり、国立大学法人等

施設の早期の復旧を目指す。 

① 比較的軽微な被害に留まる施設については、２３年度内の事業着手・復旧完了を

目標とする。 

② 甚大な被害を受けた施設については、危険防止のために緊急に実施する必要があ

るもの及び授業再開など教育研究機能の早期回復のために必要となる土地復旧及び

応急仮設校舎の建設について、概ね、２３年度内の完了を目標とする。 

校舎等の改築等を含む本格復旧については、概ね、２３年度からの事業着手・復

旧、２５年度内の復旧完了を目標とする。津波による被害を受けた国立大学法人等

の施設については、地域の復興計画の策定等の条件が整い次第、速やかに本格復旧

に着手することとする。 

 

（ⅱ）私立大学 

私立大学施設は、東日本大震災により、軽微なものも含め 190 校が被害を受けた。

私立大学施設の災害復旧に係る国庫補助を申請する設置者に対して財政的支援等必要

な措置を講じることにより、以下のとおり、私立大学施設の早期の復旧を目指す。 

① 比較的軽微な被害に留まる私立大学については、基本的には２３年度内の事業着

手・復旧、２４年度内の復旧完了を目標とする。 

② 甚大な被害を受けた私立大学の校舎等の本格復旧については、２３年度内の事業

着手・復旧、２５年度内の復旧完了を目標とする。 

 

 

Ⅲ．公立社会教育施設（公立社会体育施設と公立文化施設を含む） 

【災害復旧】 

公立社会教育施設は、東日本大震災により、軽微なものも含め約 3,400 施設が被害

を受けた。公立社会教育施設の災害復旧に係る国庫補助を申請する設置者に対して財

政的支援、指導助言等必要な措置を講ずることにより、早期の復旧を目指す。 

① 比較的軽微な被害に留まる公立社会教育施設については、基本的には２３年度内

の事業着手・復旧、２４年度内の復旧完了を目標とする。 

② 甚大な被害を受けた公立社会教育施設の本格復旧に向けて、２３年度の事業着

手・復旧、２５年度内の復旧完了を目標とする。移転が伴う場合は、地域の復興計

画の策定、移転先の確保等の条件が整い次第、速やかな本格復旧の着手を行うこと

とする。 

③ 公立社会教育施設の復旧の際には、学校施設との一体的整備について必要に応じ

検討する。 
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